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キーメッセージ

 気候変動からサイバー犯罪に至るまで、世界的なリスクの頻度と深刻さの増大により、社会の「金融セーフティネット」
としての保険業界の対応能力と準備がますます重要視されている。

 ほとんどの保険会社は、リスクに対応するだけでは不十分であることを認識しており、そもそも損失が発生することを防
ぐことを目的とした変革の取り組みを行っている。

 より顧客中心のビジネスモデルへの移行には、相互作用のサイロ化を最小限に抑え、従業員間のコラボレーションを強
化し、顧客データへのアクセス性を向上させるための、高度なテクノロジーの採用と企業文化の修正が必要になる可能
性が高い。スキルセットを強化する必要もあるかもしれない。

 2022年第二四半期以降、主にマクロ経済要因によりM&A活動は減少傾向にある。しかし、金利の上昇とインフレの
緩和に伴い、2023年後半から2024年にかけて取引が急増する可能性がある。インシュアテックは、事業者がバリュー
チェーン全体のポイントソリューションとしてこれらの機能に注目し、変革の取り組みを強化する中で、買収活動の中心
であり続けている。

 この変化の根底にある基本的な使命は、業界の役割がサステナビリティ大使の役割に移行し、より良い職場、市場、
社会を創造するために、業界全体の顧客の目的に基づいた意思決定と戦略に影響を与え、推進することである。

注意事項：本資料はDeloitte Globalが2023年9月に発表した内容をもとに、デロイトトーマツグループが翻訳・加筆したものです。
和訳版と原文（英語）に差異が発生した場合には、原文を優先します。



03 … 保険会社は顧客中心主義を実現し、目的を高める
ために変革を続けている

05 … 損害保険：関係性と収益性の強化に向けて進化
している

08 … 生命保険会社と年金保険会社：基幹システムの
刷新と文化の変革が進行中だが、さらに推進すべき
である

11 … 団体保険会社：デジタル機能、接続性、付帯サー
ビスを倍増している

12 … テクノロジーの変革：AIが顧客体験を強化しパーソナ
ライズするための新たな道を開く

15 … 人的資本：テクノロジーと文化の近代化により、労
働力の変革に焦点が当てられる
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18 … 持続可能性、気候、公平性（SC&E）：保険会
社はアンバサダー活動を通じてブランド認知の改革を
目指すことになるだろう

21 … 財務：会計および税務規則の変更により、広範な
業務改革が促進される

23 … 合併・買収（M&A）活動は鈍化したが、保険会
社は今後の活発化に備えるべきである

25 … 認識を変えることが未来への道である

26 … 文末脚注
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保険会社は顧客中心主義を
実現し、目的を高めるために変
革を続けている

おそらく歴史上のどの時代よりも速いペースで、私
たちの周囲で変化が加速している。気候、テクノ
ロジー、労働力、顧客／社会の期待の変化に加
え、マクロ経済や地政学的な不確実性が相まっ
て、世界中の企業は、単に収益性を高めるだけ
でなく、適合性を維持して生き残るために、技術
インフラ、製品/サービス、ビジネスモデル、組織文
化を変革することを余儀なくされている。保険業
界も例外ではない。実際、これらの衝突する力は、
業界のビジネスのあり方と、社会において業界が
果たす全体的な目的と役割の両方において、改
革を引き起こす触媒となる可能性がある。

保険会社は、より大きな社会的意義を達成する
可能性がある。その主な理由は、保険会社がす
でに社会の「金融セーフティネット」として機能して
おり、世界中の無数のリスクに対する金融損失
に対するバックストップ(予防措置)を提供している
からだ。しかし、より多くの保険会社は、リスクを
予防し、損失の深刻度を軽減し、世界市場にお
ける生命保険と損害保険の保障ギャップを埋め
るために、より大きな役割を果たすべきであると認
識している。特に、財務的にサポートしきれないと
思われるリスクが増加していることに直面している
からである。

壊滅的な気候変動、サイバー犯罪の急増、膨大
な保険未加入者や保障額不足の被保険者に
対する懸念などの実存的な脅威により、多くの
保険会社は、環境の変化によって引き起こされる
混乱にどのように対処するかを再考し、単に事後
の再建と回復にお金を払うのではなく、リスク発

生前にリスクを予防または軽減できるように、すべ
てのセグメントの消費者を支援している。最も極
端な事象が避けられないように見えても、保険と
積極的なリスク管理を組み合わせることで、影響
を受ける個人や地域社会への影響を最小限に
抑えることができる（図1）。

このレベルの変革を達成するために、保険会社は、
業界が自由に利用できる新しいデータから実用
的な洞察を得るために、生成AIを含む新しいテク
ノロジーを採用する必要があるかもしれない。より
多くの情報源、製品、サービスへのアクセスのため
の業界の融合、および新しい能力を使うためのス
キルセットとノウハウを持つ人材は、必要最低限
の要件になりつつある。

変革のためには、新しい技術を追加する以上のこ
とが必要になるだろう。また、より積極的な保険
会社は、企業全体の文化の変革に取り組み始
めており、サイロを減らし、人材力を高め、顧客中
心主義へより普遍的な焦点を当てている。グロー
バル展開する保険会社にとっては、より一貫性の
ある統合された顧客体験を促進するために、機
能を地域やビジネスラインを跨いで共有する方法
を再考することが含まれる。
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リーダーは、従業員と顧客層の両方において、多
様性、公平性、包括性を確保するための継続
的なコミットメントを行う必要がある。このようなコ
ミットメントを示すことは、規制当局、立法機関、
格付け機関などの主要な利害関係者、さらには
社会全体、さらには自社の従業員など、業界の
信頼を損なうことが多い信頼ギャップを埋めるの
に役立つ可能性がある。これは市場における差
別化要因となるだけでなく、保険保護格差のよ
うな社会問題の解決にも役立つ可能性がある。

社会福祉の健全な倫理的・財政的管理者とし
ての認識を得ることは、最終的には、保険会社と
その流通部隊が、取引上の役割から、消費者と
の相互作用に対して、より広範で、より包括的な、
関係に基づくアプローチを採用するようにシフトす
ることを可能にする。この変革は、保険会社の成
⾧見通しを促進するだけでなく、進化し続ける世
界を保護し、豊かにするための産業の役割に対
する認識を根本的に高めることができる。

図 1
保険会社は、産業、社会、地球により良いサービスを提供するために進化する必要がある

ソース：デロイトによる分析

保険事故の頻度と深刻さを減らして損害率を下げることによって、
収益を改善する

新契約・更新・支払いの一時点ではなく、年間通じて消費者
および地域社会を啓発することにより、ブランドを強化する

標準的なリスク移転政策を、より広範で包括的なリスク緩和プログ
ラムの中心に据えることにより、保険の提案価値を向上させる

十分に代表されていない、または保護されていないすべての
セグメントにアクセスし、包含する

社会・環境問題に対し、より透明性と責任ある関与を示すことで、
消費者からの信頼感と能力に対する信用を築く
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損害保険：関係性と収益性
の強化に向けて進化している

損害保険部門は3年連続で、ほぼすべての事業
分野で平均を上回る価格上昇により、トップライ
ンの成⾧を押し上げている。しかし、損害コストの
上昇により、多くの事業者や業界全体にとって、
最終的な収益性がわかりにくくなっている。インフ
レ率の上昇と壊滅的な出来事のワンツーパンチは、
業界が消費者と対話する方法の変革を促進す
るのに役立つ可能性がある。

2022年における米国の損害保険会社の純引受
損害額である269億米ドルは、2011年以来最大
であり、2021年の同数字の6倍以上だった1。発
生損失と損失調整費用の14.1%の増加は、獲
得保険料の8.3%の成⾧を大幅に上回り、純利
益を1/3の412億米ドルに押し下げ、コンバインド
レシオは102.7と2021年の99.6から増加して赤字
に転落した2。

2023年第一四半期の業績は、これ以上に明る
いものではなかった。米国業界の73.4億米ドルの
連結引受純損失額は過去12年間で最大であり、
過去最悪の第一四半期の数字を記録した3 。

その結果、米国の損害保険市場は「この世代で
最も厳しい市場に直面」4しており、保険会社は
記録的な費用の増加をカバーするのに足る速度
で保険料を引き上げるのに苦労している。一戸
建て住宅建設資材の価格はパンデミックの開始
以来33.9%上昇し、請負業者サービスは27%上
昇した5。一方、2022年は8年連続で10件以上
の米国災害が発生した年となり、10億米ドル以
上の損失が発生した。これにより、2023年の主
要損害保険会社の災害再保険費用は30.1%
増加し、前年の14.8%増の倍となった6。

再保険会社の内部留保が資本コストに耐えられ
ず、ましてやリスクの増大に対応するためにバラン
スシートを強化するには不十分であるため、再保
険料率は引き続き上昇する可能性が高い7。米
国の大災害再保険需要だけでも2024年までに
15%増加すると予想されており、価格にさらなる
上昇圧力がかかる8。

保険料率の上昇は経済全般に波及している。
商業用不動産の保険料は平均20.4%上昇し、
2001年以来初めて20%を超えた9。2023年には
インフレが幾分緩和されている一方で、商業保
険料率は上昇を続けているが、対物賠償保険
のような「異常値」を除いては緩やかな水準であ
る10。例えば、サイバー保険の平均値上げ率は
13.3%11 で、買い手にとって2022年第4四半期の
15%、2022年第1四半期の20%をわずかに下
回った12。

経費の増加は個人保険会社にも影響を与えて
いる。2023年4月の自動車修理費は前年同期
比で20.2%増加したが、対する保険料の増加は
15.5%である13。問題の一部は、新しい車両の運
転支援技術は、⾧期的には安全性を向上させ、
事故による損失の頻度と深刻さを低下させるは
ずであるが、一方でこれらのシステムの複雑さとセ
ンサーの調整が、インフレの影響と相まって、修理
コストを大幅に上昇させえることである14。同様の
傾向は、ガソリン車よりも修理費用が高い電気
自動車の販売増加においても見られる15。一方、
エンジンの排気ガスに含まれる環境に有害なガス
を中和するだけでなく、貴重な金属部品を狙った
窃盗団を呼び込んでしまう触媒コンバーターの盗
難被害は、2020年の16,600件から2022年には
64,701件に急増した16。

20
24
年
グ
ロ
ーバ
ル
保
険
業
界
の
展
望

5



保険料の上昇は消費者の心理や行動に影響を
与えており、18歳から34歳の調査対象者の45%
が、結果として自動車保険に加入しないことを考
えたことがあると回答しており、回答者の17%はす
でに無保険で運転していると回答している17。少
なくとも、自動車保険の加入率と切り替え率は
過去最高を更新しており18、新契約獲得費用と
契約保全費用が上昇している19。

住宅所有者の保険会社も、同様の修理や交換
費用の問題や、山火事、暴風、洪水などの気
象関連の災害損失の頻度と深刻さの増加をカ
バーするために、2桁の保険料の値上げを伝えて
いる20。多くの保険会社は、大災害が起こりやす
い州から規模を縮小したり、撤退したりしている21。

将来を見据えると、ほとんどの国・地域における
更なる品目率引き上げが2023年の保険料の力
強い伸びを支える一方で、大災害の経験や保
険金請求の深刻度パターンに関連する不確実

性が、短期的な引受利益の回復を阻害する可
能性がある22。米国の住宅所有者の保険会社
は今年、法定引受損失を計上すると予想されて
おり、そのコンバインドレシオは105で、過去7年間
で6番目の100プラスの不採算比率となる23。

世界全体で見ると、2022年の損害保険料は実
質ベースで前年比0.5%増となり、10年平均の
3.6%を大きく下回った24。しかし、2023年と2024
年の保険料率は、主に個人向けと一部の商用
向けの保険料率強化により、それぞれ前年比
1.4%と1.8%に改善すると予測されている（図
2）25。損害保険会社の収益性は、金利上昇
が投資収益を強化し、保険料率の強化が継続
し、インフレ鈍化への期待が保険金請求の深刻
度を低下させることから、2024年を通じて改善す
ると予想される26。

図 2
2023～2024年の損害保険予測では、新興国市場の成⾧率が先進国市場に比べて高い

世界の損害保険料の実質伸び率

データソース：Swiss Re Institute, “Sigma: World insurance: Stirred, and not shaken,” July 10, 2023.

2023F 2024F

世界 1.4% 1.8%

北アメリカ 0.7% 0.8%

先進EMEA 0.9% 2.1%

先進アジア 1.5% 2.4%

新興アジア（中国を除く） 5.8% 6.7%

中国 6.8% 5.5%
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リスクが財務的に支えられなくなるほど増大して
いるこのような環境においても、能動的な損害保
険会社が⾧期的に収益性のある成⾧を生み出
す機会はあるかもしれない。保険会社は、従来
のリスク移転モデルを超えて、個々の契約者、企
業、社会全体の保護者になることを検討すべき
である。

業界が大きな混乱に直面する可能性がある分
野の1つは、組み込み保険の成⾧がもたらす機
会と潜在的な脅威である。このコンセプトは新し
いものではないが、急速に変化しているのは、保
険代理店のような従来の販売業者を迂回し、保
険会社からの消費者への直販を逆流させ、ある
いは伝統的な事業者を完全に排除すらして、他
のタイプの第三者取引に組み込まれる可能性の
高い主要商品ラインの保険料の量27である。その
保険料総額は2030年までに最大で6倍の7220
億米ドルに増加し、中国と北米が世界市場の
約2/3を占めると予想されている28。

自動車保険会社は、組み込み型保険への移行
で最大の課題に直面する可能性が高い。した
がって、これらの事業者は、組み込み先となるパー
トナーがいないことに気づく前に、積極的に提携を
模索するか、製品やサービスプロバイダーと提携して
いる事業者とどのように競争するかを考えるべきであ
る29。この融合の動きは、損失回避と損失検出
機能の一体化によって消費者に利益をもたらす
だけでなく、事業者がより強固な顧客との関係を
構築する上で中心的な役割を果たすのにも役立
つ。

パラメトリック保険の使用も拡大しており、請求ト
リガーと自動支払いは、特定の損失ではなく、イ
ンデックスまたは特定の広範なイベントに基づいて
いる30。自然災害による損失の補償範囲が拡大
されたことに加え、パラメトリック保険契約の対象
となる新たな分野には、サイバー攻撃やクラウドの
停止によるオペレーションのダウンタイムが含まれる

31。十分なサービスが提供されていない地域でも、
個々の消費者ではなく、特定の地域のためにグ
ループ単位で購入されたパラメトリック型の災害
補償からも恩恵を受ける可能性がある32。例えば、
2023年初めには、フィジーを拠点とする複数の保
険会社が、サイクロンに対応するために559人の
小規模農家、漁師、市場業者に50,000米ドル
を支払った33。

保険会社だけでなく、顧客によるAIの利用のかつ
てない拡大は、AI自身に対する新たな保険の課
題と機会を提供している。例えば、MunichReは、
自社開発したAIプログラムを導入している企業を
対象とし、AIのパフォーマンス低下による潜在的な
金銭的損失を軽減する保険契約を売り出した34。
また、保険会社は、顧客がリスクを軽減または軽
減するのを支援するためにAIの使用を検討するこ
ともできる。

さらに多くの保険会社が、再生可能エネルギープ
ロジェクトをカバーするために保険ポートフォリオを
拡大している35。Hiscoxは、グリーン技術への関心
と投資の増加を資金化するために、ESGに焦点を
当てたシンジケートをロイズで立ち上げる計画だ36。
このような持続可能性に焦点を当てた取り組み
は、業界のブランド向上に大いに役立つだろう。

持続的なハードサイクル、引受査定データと能力
を向上させるインシュアテックの革新、大災害の
頻度と深刻さの増加などは、スペシャルティ保険
市場の成⾧に寄与する要因のほんの一部にすぎ
ず、市場規模は2022年の815億米ドルから2027
年には推定1301億米ドルに増加し37、CAGRは
9.6%を超えると予測されている。欧州は2022年
のスペシャルティ保険市場で最大の地域であった
38。

いずれにしても、業務と商品の両面でのイノベー
ションと、顧客との接点や営業上の信頼を増や
す戦略の採用は、損害保険会社の成⾧と収益
性を促進する重要な要素となり得る。
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2022年第一四半期の強力な成⾧により、米国
の生命保険料は年間153億米ドルとなり、2021
年の過去最高の保険料にほぼ匹敵した39。米国
では1億人以上の成人が必要な保険に加入して
いないにもかかわらず、COVID-19に対する懸念が
減少したとは言え、消費者がインフレや経済を懸
念したため、売上は下半期に減速した40。

世界的には、生命・年金保険セクターの2023～
2024年の保険料収入の成⾧が、先進市場と新
興市場の乖離を促進すると予測されている（図
3）41。個人の裁量消費へのインフレの影響は、
米国と欧州の個人向け生命保険販売を圧迫す
る可能性が高い一方、先進アジアでは規制の逆
風が重くのしかかる可能性がある42。逆に、名目
総所得が増加している中産階級の増加は、新
興市場における貯蓄・保護ビジネスを強化する
可能性がある43。ほとんどの地域では、定期保
険商品の利点をますます認識していると思われる
デジタルに精通した若い消費者による保護商品
の需要の高まりが、生命保険の成⾧を牽引する
と予想されている44。

年金面では、変動年金（VA）の取引が30%減
少したにもかかわらず、2023年第一四半期の米
国の売上は過去最高を記録した。主に金利上
昇により、据え置き固定金利とインデックス固定
年金がそれぞれ47%と42%増加したことによる45。
さらに、第2四半期の個人年金の売上は、VAの
売上が18%減少したにもかかわらず、前年同期
比12%増加し、昨年の記録を上回った46。金融
市場や経済指標の悪化がVAを圧迫し続けると
予想されるが、より予測可能な結果をもたらす年
金の販売には引き続き恩恵をもたらすだろう47。

経済、環境、社会の変化によってしばしば引き起
こされるビジネスの不安定性に対処するために、

多くの生命・年金保険事業者は、より持続的で
予測可能な成⾧のために積極的に再配置して
いる。実際、世界がますますデジタル化され、より
適切で包括的な製品の提供とビジネスの容易さ
に対する顧客と代理店の期待が高まり続ける中、
2024年はこの業界にとって転換点になろうとして
いる。事業者は現在、これらの需要を満たすため
に、また、外部の市場圧力をどう和らげるべきか
を検討している。

多くの事業者がレガシーシステムのネットワークや、
サイロ化されたビジネスライン、製品、プロセス、文
化に苦労し続けているため、この変化は困難かも
しれない。しかし、これらの障害は克服できないと
は思われない。

損害保険会社と同様に、デジタルツールや高度
な分析を含む最先端の技術は、生命保険会社
とその代理店が、取引を助ける役割から、より広
範な関係性に基づく消費者との対話にシフトす
るのに役立つ可能性がある。システム刷新は、迅
速な申し込み査定と処理、よりシームレスなクロ
スセルと顧客のパーソナライズ、契約の容易さ、お
よび迅速な新製品の発売のために、代替データ
ソースの使用を容易にするであろう。

また、バリューチェーン全体で業界および異業界の
パートナーとのつながりとコラボレーションを促進し、
顧客体験を向上させ、収益性の高い成⾧の源
泉を増やすこともできる。このようなコラボレーショ
ンには、リードジェネレーションのためのサービスや、
包括的なカバレッジ（ウェルネス、資産、健康な
ど）機能を提供するための補助商品が含まれる。
例えば、アジア太平洋地域では、保険会社がテ
クノロジー・プラットフォームやエコシステム・パート
ナーに投資し、健康や福利厚生サービスの顧客
体験を向上させている。

生命保険会社と年金保険会社：
基幹システムの刷新と文化の変革
が進行中だが、さらに推進すべきで
ある
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AIAは、テクノロジーソリューション、分析、および支
払い者、プロバイダー、パートナーを結ぶエコシステ
ムを活用してカスタマージャーニーを簡素化するた
めに、アジア全域で統合された健康戦略を開始
した48。シンガポールでは、Manulifeがシンガポール
の大手銀行と協力して、シンガポールの若者に生
命、健康、財産をカバーする低コストでカスタマイ
ズ可能な保険商品を提供した49。

しかし、システム刷新には課題がないわけではな
い。米国の生命・年金保険会社CIOまたはそれ
に相当する100人を対象とした最近のDeloitteの
調査では、ほとんどの回答者が基幹システムのモ
ダナイゼーションの取り組みを開始したと回答した
が、取り組みの一部（ 20%）またはすべて
（12%）を完了した回答者は1/3に満たなかった
50。2/3強が現在進行中または計画段階のプロ
ジェクトを持っている51。

図 3
生命保険の2023～2024年の成⾧予測は先進国と新興国で異なる

世界の生命保険料の実質伸び率

データソース：Swiss Re Institute, “Sigma: World insurance: Stirred, and not shaken,” July 10, 2023.

2023F 2024F

世界 0.7% 1.5%

北アメリカ -0.2% -1.3%

先進EMEA -0.8% 1.2%

先進アジア -0.1% 1.6%

新興アジア（中国を除く） 6.9% 6.7%

中国 4.0% 4.7%
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さらに、過去5年間で、生命・年金保険事業者
のうち、既存のレガシーコアシステムを置き換える
のではなく、アップグレードまたは強化する意向の
ある事業者の割合は、2017年の36%52から2022
年には73%へと倍増している53。レガシーシステム
を排除するのは面倒でコストがかかりすぎるという
意見は一致しているようだが、事業者は目標を
達成するために、さまざまな代替基幹システム強
化戦略を検討することができる。

例えば、調査対象者のほとんど（89%）は、生
命・年金保険バリューチェーンの1か所以上で主
要なソリューションとしてインシュアテックを採用す
る意向だ54。Lincoln Financial GroupはModern
Lifeと協力して、保険購入体験のデジタル化に
対する需要の増加に対応した55。Munich Reは、
Paperless Solutions Group（PSG）と協力して、
リスク評価と電子申込みを組み合わせた製品を
提供し、生命保険会社がより迅速かつ正確に
新しい保険契約を引き受けることを可能にした56。

ほとんどの回答者は、コアシステムのモダナイゼー
ションに関連する新しいソリューションにもクラウド
機能を使用すると述べている。このソリューション
は、ビジネス継続性を実現し、拡張性の向上、
機敏性の向上、IT運用コストの削減、セキュリ
ティの強化を可能にする。Socotraは、保険会社
が新しい生命保険商品をより迅速に開発および
展開できるようにするクラウドネイティブコアプラット
フォームの一例である57。

また、テクノロジーの機能を追加することで、生命
保険が普及していない世界の市場と、より効果
的かつ効率的につながる機会が増える可能性も
ある。SRIの死亡回復力指数は、世帯の稼ぎ頭
が死亡した場合に備える金融ニーズの50%以上
が保護されないままであることを示しており58、新
興国がそのギャップの大部分を占めている59。十
分なサービスが提供されていない市場への浸透を
高めるための重要な戦略の1つは、パートナーシッ

プをより効果的に実現するためにデジタル機能を
採用することかもしれない。Catalyst Fundの投資
先企業であるTuracoは、デジタル配車プラット
フォームとのパートナーシップを通じて生命保険と
健康保険を提供することで、ケニアとウガンダの7
万人以上のギグエコノミー労働者にリーチすること
ができた60。

Deloitteの調査によると、多くの生命・年金保険
事業者ではすでにシステム強化が進行中または
計画段階にあるが61、対応する文化の変革がな
ければ、その結果は期待外れであったり、成功し
なかったりする可能性がある。たとえば、調査対
象となった事業者の76%は、IT部門とビジネス部
門の統合を改善したいと考えている62。

より高い結束を達成するためには、ビジネスイニシ
アチブのエンドツーエンドの配信をよりシームレスに
可能にするバリューストリーム指向の開発を検討
する必要がある。この運用モデルでは、分散化へ
の移行が必要になる可能性がある。つまり、特
定のビジネス目標を達成しようとするビジネスユ
ニットと機能の間の摩擦ポイントを最小限に抑え
るために、機能横断的なチームを組成する必要
がある。このようなパラダイムは、サイロ化された思
考によってもたらされる障壁を取り除き、より顧客
志向への集中を促することによって、⾧期にわた
る企業文化を変えうるビジネス能力、関連システ
ム、情報の流れを合わせるのに役立つ。

M&Aの観点から見ると、プライベート・エクイティ
（PE）企業は、最近の活動の低下にもかかわら
ず、引き続き生命・年金保険セクターに目を向け
る可能性が高い。これは主に、金利の上昇に伴
いターゲットとなる企業が減少しているためだ。PE
企業は保険会社の巨大な資産プールへのアクセ
スを求めており、保険会社はリターンを高めるため
にプライベート・エクイティの資産運用スキルを活
用しているため、プライベート・キャピタルは保険市
場でますます大きな役割を果たしている63。
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団体保険会社：デジタル機能、
接続性、付帯サービスを倍増して
いる

米国の従業員の福利厚生の購入習慣は、特に
生命保険や健康補助食品などの商品の加入
決定に関して、パンデミックの影響を受け続けてい
る64。実際、2022年には、事故、重症疾患、が
ん治療、入院補償に対する新たな保険料は前
年比12%増の29億米ドルとなった65。新たな職
域生命保険料は2021年から1%減の39億米ドル
となったが、これは2021年の14%増と比較したため
で、同年は30年間で最大の増加であった66。

パンデミックの影響が薄れ始める中、デロイトは、
今後数年間のグループ保険会社全体の市場成
⾧率は、経済、雇用、賃金の方向性にほぼ沿っ
た傾向になると予想している。

市場全体を上回る成⾧を望むプロバイダーは、
保険料を増額して高い利益率を生み出す可能
性のある任意加入の商品を含め、商品ポートフォ
リオを拡大することが課題となるかもしれない。調
査対象となった従業員の45%は、雇用主を通じ
て提供される（例えば、重篤な疾患、事故、障
害、入院保障、追加の生命保険など）より多く
の任意給付に参加する可能性が非常に高い、ま
たは参加する可能性が高いと2023年に回答して
おり、2021年11月の38%から上昇した67。

さらに、介護費用に対する意識が高まるにつれて、
消費者は従業員の福利厚生による補償を求めて
いる68。介護に対する意識が高まった背景には、
2026年7月時点で、ワシントン州の全従業員に
介護保険の加入を義務付けているWashington
Cares Fundの存在がある69。対象となる消費者
には、最大36,500米ドル（インフレ調整後、毎
年）の残高が提供される70。同様の取り組みは
十数州で進められている71。また、従業員に生命
保険と介護保険をセットにしたハイブリッドソリュー
ションを任意または従業員負担の福利厚生とし
て提供する雇用主も増えており、Allstateや
Chubbなど、この分野で積極的に活動している事
業者も少なくない72。

団体保険会社はまた、顧客のエンゲージメントを
高め、ブランドを差別化するための付加価値を高
める手段を模索している。パンデミックと「大辞
職」によって悪化したと思われる傾向の1つは、経
済的な健康と福祉に焦点を当てた従業員の福
利厚生に対する消費者の需要の増加である。プ
ロバイダーやブローカーは、インシュアテックとの連携
を検討することで、企業がより健康で意欲的な
従業員から利益を得ると同時に、顧客との関係
においてより頻繁なタッチポイントを奨励できる可
能性があります。

例えば、ロンドンに拠点を置くインシュアテックの
YuLifeは、行動科学とゲームのメカニズムを活用し
て、従業員が積極的にライフスタイルを変えること
を奨励し、健康的な活動を通じて個人のリスクを
軽減することで予防を優先させる総合的な福利
厚生とウェルビーイングのプラットフォームを米国で
立ち上げている73。

このようなサービスを従業員が利用できるようにす
るプロバイダー、福利厚生ブローカー、雇用主は、
包括的で魅力的な方法で精神的、身体的、経
済的な幸福を改善するよう人々を鼓舞すること
で、金融商品を善の力に変える可能性がある。

また、団体保険会社は、セルフサービス機能を有
効にしながらも、デジタルポータルでの顧客体験を
向上させる、より革新的な方法を模索している。
ユビキタスなデジタル化への競争が続く中、あらゆ
る業界の人事組織は、競争の激しい労働市場
に歩調を合わせるよう努力すべきである。プロバイ
ダーと雇用主の間で従業員データをシームレスに
移動できるようにするための福利厚生管理システ
ムに関する最先端のイノベーションへの期待は、も
はや「あればなお便利」な機能ではない。
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異なるシステムを持つ人事組織に、より効率的で
効果的なデジタルエクスペリエンスを提供するた
めの1つの方法として、プロバイダーシステムから雇
用主の福利厚生管理（benadmin）プラット
フォームへアプリケーションプログラミングインターフェ
イス（API）接続を構築することができる。データ
をダウンロードして保険会社と雇用主の間でやり
取りする代わりに、事業者はAPIを通じて雇用主
のソースシステムに直接接続することができる。API
は、拡張性と柔軟性のために、さまざまな従業員
福利厚生システムに接続できる。

今年後半から2024年にかけての景気後退の懸
念により、多くの人が経費削減を最優先に考え
る中74、保険会社は、予想される投資収益率や
競合他社がどのユースケースに注目しているかなど

の要素を考慮して、顧客の従業員給付管理プ
ラットフォームのうち、どのプラットフォームに接続す
るべきか、また、最も影響を与える可能性のある
ユースケースはどれかを戦略的に優先順位を付け
るべきである。これらのユースケースには、リアルタイ
ムの福利厚生登録、福利厚生の適格性チェック、
特定の製品購入を促進するプロセス、請求、従
業員の更新、請求支払い前の適格性の従業員
確認などの機能が含まれる。

従業員は福利厚生とそれに関連する経験をより
重視しており、より広範な商品やデジタルポータル、
サービスを通じて顧客体験を向上させることを雇
用主やプロバイダーに求めており、通年の福利厚
生への取り組みの扉を開く可能性がある。

テクノロジーの変革：AIが顧客
体験を強化しパーソナライズす
るための新たな道を開く

経営環境の変化は、今後1年間で自動化、人
工知能（AI）、先進的な分析、中核的な変革
の利用を拡大するよう、あらゆる分野の保険会
社に一層の圧力をかけるだろう。これらの能力は、
保険会社が急速に変化する環境の複雑さに適
応し、保険会社の目的を高めるための基盤とな
る可能性がある。

高度なテクノロジー機能は、より正確な価格設
定とリスク選択のための引受業務の改善、損失

コストを抑えるための請求管理の強化、業務の
合理化による効率性の向上などの業務目標の
達成に役立つ。また、顧客がリスクを事前に軽
減または排除できるように積極的に支援したり、
顧客との関係を強化するためにパーソナライズされ
た補償とサービスを促進したり、十分なサービスを
受けられていないセグメントへのアウトリーチをより
効率的かつ効果的にしたりするなど、⾧期的な
目標を前進させることもできよう。
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デジタル変革は数年前から保険会社の最重要
課題となっているが、消費者は依然として、電子
商取引大手のような非保険会社が提供するも
のと同等のデジタルサービス、インターフェイス、体
験を切望している。

古いメインフレームベースのシステム、複数のコアプ
ラットフォーム、統合の複雑さ、非効率なデータフ
ローなどのレガシーがもたらす制約は、より多くの
データやシステムがクラウドプラットフォームに移行さ
れているにもかかわらず、エクスペリエンスの最適
化を妨げることがよくある。この変化をよりインパク
トのあるものにするために、保険会社は、顧客体
験を向上させるためのAIや高度な分析などのテク
ノロジーを使用してデジタルエンゲージメントレイヤー
を強化し、顧客インターフェイスをより魅力的で直
感的なものにすることを検討できる。

AIは当初、従業員の生産性を向上させ、意思
決定を迅速化し、コストを削減することを約束し
ていたが、顧客体験を大きく破壊する可能性も
ある。AIと高度な分析を組み合わせることで、保
険顧客の行動や感情を含む、より完全でリアル
タイムな顧客像を把握できる可能性がある。この
ようなインサイトを活用して、顧客にとって最も重
要な瞬間に最も関連性の高いオファー、アドバイ
ス、またはサービスを顧客に提供することができる。
例えば、インドの損害保険会社HDFC ERGOは、
顧客のオンボーディング、問題解決、クレーム処理
など、超パーソナライズされた顧客体験を提供す
るためにAIを使用している75。

パーソナライズは、現在の保険顧客エクスペリエン
スのレベルと望ましい電子商取引のようなエクス
ペリエンスとのギャップを埋める可能性がある（図
4参照）。

図 4
AIと高度な分析により、よりパーソナライズされたサービスを提供し、顧客体験を向上させることが可能

ソース：デロイトによる分析

サービス
• より洗練されたチャット体験を提供する
• コンタクトセンターのスケールAI
• コールトピックモデリング

• 顧客減少の早期シグナルを感知する
• リテンション戦略に積極的に取り組む

リテンション

獲得

関係拡大

• ターゲット顧客の特定と購買傾向の予測
• カスタマイズされたオファーとキャンペーンの
作成

• 次のベストオファーを推奨する
• パートナーのエコシステムを通じた価値
• 顧客との関係を強化するためのツールを
使って、代理店や仲介業者に権限を与
える
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保険会社はまた、AIと高度な分析機能を使用し
てIoTデータを分析し、潜在的な災害を未然に特
定し、保険契約者に是正措置や予防措置を取
る よ う 促 す こ と も で き る 。 例 え ば 、
HartfordSteamBoilerは SensorSolutionsを立ち
上げた。SensorSolutionsは、多数のハードウェア
センサーを採用しており、温度変化や水の存在な
どを遠隔監視用のアプリで検知し、損害が発生
する事故を防ぐためにアラートを送信する76。

保険会社はまた、効率性と顧客中心性を促進
するために、生成AIを活用する方法の実用的な
適用方法を求めている。多くの企業は、これらの
機能を使用して保険バリューチェーン全体に適用
できるユースケースを特定し、検証している。従業
員の経験と従業員の生産性は、すでに最も重
要な関心領域として浮上している77。AXAは最近、
社内で開発した生成AIツールを1,000人の従業
員にリリースし、数カ月以内に全社的な展開を
計画していると発表した78。

また、保険会社はAIを使用して、保険組織内の
特定の役割やタスクに対応する大規模言語モデ
ル（LLM79）を微調整することもできる。たとえば、
モデルは、保険計理人、引受人、支払査定者、
および顧客サービス担当者として機能するようにト
レーニングできる。しかし、規制上の懸念や、AIに
よって生成された資料や意思決定の信頼性に関
する疑問を考慮すると、保険会社は、この新しい
技術にどこまで任せるか、特に品質管理の監督
に関して、人間の判断が必要な場合を慎重に判
断すべきである。

さらに、保険会社のAIと分析能力は、それを提

供する基礎となるデータソースと同程度の強さしか
ない可能性が高い。より迅速で優れたインサイト
を生成するために、保険会社は顧客の理解を近
視眼的にする可能性があるサイロを排除し、事
業全体ビューでデータ機能を最新化することがで
きる。これには、強化されたマスターデータ管理、
企業データと大規模な非構造化データセットおよ
びサードパーティデータの統合、管理、統制、およ
び使用が含まれる。

AI、高度な分析、IoTなどの機能を使用したイノ
ベーションは、必ずしも組織の4つの壁の中から生
まれるとは限らない。保険会社は、スタートアップ
のインシュアテックから大規模なテクノロジー企業
まで、サードパーティのベンダーからこれらの機能を
外部から入手することがでる。例えば、英国を拠
点とするSendは、非構造化データセットから情報
を自動的に抽出することで、引受業務の迅速化
を支援する、生成AIベースの商用および特殊引
受ソリューションを発表した80。

保険会社はまた、AI技術の進歩により、国内お
よび世界のプライバシーおよび消費者保護法の
範囲内で認められている以上の機能を持つ可能
性があることを認識すべきである。したがって、AIお
よび生成AIの実装には、可能性のある問題領域
を特定し、これらの技術の使用方法に関するガバ
ナンス基準を満たすためのガードレールを確立する
ために、最高リスク責任者および最高コンプライ
アンス責任者との協力が含まれる必要がある。

AIと生成AI技術の開発ペースを考えると、規制
当局が追いつくのは難しいかもしれない。
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欧州連合（EU）は、この技術の使用と開発の
ための世界初の規制枠組みによって、世界中の
規制当局に道を開くことを主導している81。しかし、
保険会社の責任は、収益性の観点だけでなく、
倫理と信頼を重視し、企業価値に基づいてその
利用と開発が推進されることを保証することにあ
る。

AI、特に生成AIは、ハッカーから保険詐欺の加害
者に至るまで、悪者に力を与える可能性もある。
大規模な言語モデルを使ったサイバー攻撃はすで
に現実化している81。しかし、保険会社の責任は、
収益性の観点だけでなく、倫理と信頼を重視し、
企業価値に基づいてその利用と開発が推進され
ることを保証することにある。

AI、特に生成AIは、ハッカーから保険詐欺の加害
者に至るまで、悪者に力を与える可能性もある。
大規模な言語モデルを使ったサイバー攻撃はすで
に現実のものとなった82。生成AIを使えば、初心

者の悪意ある攻撃者でも、保険会社や政府機
関を装った精巧なマルウェアコードや信憑性の高
いフィッシングメールを作成することができる。例え
ば、サイバー犯罪者が盗んだデータや捏造したデー
タを使って新しいIDを作成する合成ID詐欺の加
害者は、生成AIを使って他人に似せた画像や動
画を作成し、他人になりすますことができる83。こ
れは、保険契約者と従業員の両方に重大な脅
威をもたらす可能性がある。保険会社は、企業
のリスク管理プロトコルを更新するとともに、新た
な脅威を最小限に抑えるための従業員の意識
向上とトレーニングプログラムを加速する必要があ
る。

テクノロジーの進歩は、業界のビジョンとミッション
を高める大きな推進力になる可能性がある。保
険会社は、保守的な考え方を改め、利益だけで
なく社会や環境への影響にも焦点を当てることが
できる新たな技術力を取り入れるべきである。

人的資本：テクノロジーと文化
の近代化により、労働力の変革
に焦点が当てられる

テクノロジーは、バリューチェーン全体でデータを迅
速かつシームレスに移動するために必要な器だが、
人的資本の側面は、事業者の成功にとってさら
に重要な要素となる可能性があります。保険会
社は、業界に影響を与えるダイナミクスが急速に
変化しているため、労働力の変革が必要になる
可能性があることを認識しているようだ。

事業者の間では、人材へのアクセス、エンゲージメ
ント、育成の方法は、これまでの一般的な方法で
はなく、事業者が組織の将来の方向性に基づい
て行うべきだという認識が高まっている84（図5）。

生命・年金保険セクションで説明したように、イン

フラストラクチャと作業者の両方を含む業界全体
に浸透しがちなサイロ化された構造は、ボトルネッ
クを解消し、顧客中心モデルに関連する速度と
機敏性を向上させるために変革する必要がある。
これが労働力にとって何を意味するかというと、引
受、ポートフォリオ投資、債権管理などのビジネス
ユニットや機能は、もはや独立して行動するので
はなく、従業員ベースのモデルから労働力エコシス
テムへの移行によって可能になるスキルベースのア
プローチを採用する可能性があるということだ。
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この構成では、従業員が社内のどこに在籍してい
るかにかかわらず、役割、機能、レベル別に従業
員のコンピテンシーを理解し、ビジネスラインや機
能全体でそれらを活用することで、サイロを打破
し、より影響力のあるコラボレーションを推進でき
る可能性がある。そのためには、従業員、顧客、
企業、社会全体のエクスペリエンスと成果を向
上させながら、デジタルツールを利用するための新
しいスキルを見つけたり開発したりする必要がある
かもしれない。

多くの保険会社は、⾧期的な成⾧戦略が労働
力に及ぼす影響を認識し、最高戦略責任者の

役割を強化して、CHROや人材リーダーと連携を
取っている。これにより、⾧期戦略ビジョンのシフト
を変更管理のためのメッセージに組み込むことが
でき、従業員の価値提案と同期することができる。

さらに、保険会社が技術アーキテクチャを強化す
るにつれて、多くの保険会社が従業員の技術ス
キルの深さと幅を高めることを目指している。これ
により、引受業務、保険数理業務、予測モデリ
ング業務のスキル要件が強化され、業界内外の
競争がさらに激化する可能性がある。

図 5
⾧期的なワークフォースモデルへの変更が鍵となる可能性が高い

データソース：Swiss Re Institute, “Sigma: World insurance: Stirred, and not shaken,” July 10, 2023.

スキルベースのアプローチを採用してサイロ化されたアーキ
テクチャ(インフラストラクチャと従業員の両方)を変革する

Chief Strategy Officer (CSO) の役割を昇格させ、Chief
Human Resource Officer (CHRO) および人材リーダーと
連携して、従業員との戦略的イニシアチブの影響にシー
ムレスに対処できるようにする

保険会社員の技術スキルの深さと幅を高める

業界とブランドの魅力を高め、技術に精通した求職者を
引き付け、従業員の信頼性を向上させる
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これまでは、保険業界でのキャリアは、他のFSIセ
クターやテクノロジー企業ほど魅力的なキャリア先
とは認識されていなかったため、苦労することが多
かった。しかし、技術に精通した求職者にとって、
より大きな魅力をもたらす可能性のあるいくつか
のダイナミクスが業界内外で展開されている。

業界の多くにとっての方向転換の可能性により、
保険会社は、適切な人材を引き付けるために、
よりパーパス経営による価値提案をどのようにリー
ドしているかを示す機会をつくることになる。事業
者は、最先端の技術をどのように受け入れている
かだけでなく、業界でキャリアを築くことのメリット
を示す必要があるかもしれない。業界の目的は
収益性だけではなく、他の業界の後ろに立ってイ
ノベーションの拡大、生産性の向上、計算された
リスクテイクを可能にすることで、社会にプラスの
影響を与え、世界の繁栄に貢献することだ。

同時に、2023年上半期にIT企業で30万人以上
のレイオフが発生した85影響で、より安定した労
働環境を求めている可能性のある人材プールが
形成された。この人材プールには、新興企業が経
済の不確実性や過渡期と戦う中で解雇されるイ
ンシュアテックの従業員も含まれる可能性がある
86。保険会社には、業界経験のない者や少ない
者を候補者の幅を広げるために考慮する義務が
あるだろう。それはまた、労働力に新たなレベルの
多様な思考を加えるかもしれない。

さらに、新しいテクノロジーの導入は、業界の魅力
を「古くさい」ものから最先端のものに変えるだけ
でなく、従業員がより意味のある、目的のある、
より価値の高い仕事に集中する機会を増やすこ
とにもつながる。実際、多くの新技術は人間の労
働者を増やすだけでなく、人間の仕事をより良く
し、仕事をしている人間をより良くすることができる
87。

実際、AIと機械学習は、より多くの手作業を排
除または最小限に抑え、現在の労働者をより多く
の付加価値を生み出せるように解放することで、
2025年までに労働生産性を約37%向上させると
推定されている88。そのためには、現在の労働力
だけでなく、成⾧できるキャリアを探している求職
者にとっても魅力的になるように、リスキルやスキ
ルアップが必要になるだろう89。

さらに、生成AIのようなテクノロジーは、顧客と向
き合う従業員に寄り添い、より大きな共感を示し
たり90、潜在的な顧客の解約や補償率の低下を
事前に通知したりすることで91、従業員と顧客
ベースの間に好意をもたらし、より強固な関係を
高めることができる。

このようなテクノロジーやビジネスモデルの変化の中
で、事業者は、従業員がワクワクし、誇りを持って
参加できるブランドになることに注力し続けるべき
だ。なぜなら、従業員が会社のミッションを信じる
ことで、より情熱的で生産的になる可能性が高
いからだ92。
「企業文化を求心力に、独自の従業員体験を
提供するためには、キャリア開発、目的、柔軟
性、福利、社会的、環境的な目標に焦点を当
てる必要があります。パンデミック後、人間の相
互作用の重要性が高まっており、個人とチーム
のニーズをサポートするチーム協定によって実現さ
れるハイブリッドな設定でスマートワークを活用す
ることを目指しています。今後は、テクノロジーの
進歩をどのように活用してイノベーションを起こし、
従業員と顧客の体験と成果をさらに向上させ
るかが鍵となります。」

デロイト金融サービスセンターによる、アクサ・ホー
ルディングス・ジャパン最高人事責任者川野多
恵子氏インタビュー（2023年8月3日）
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SC&Eは保険業界にとって新しい概念ではない。
変化しているのは、投資家やアンダーライターとい
う独自の立場からみたステークホルダーの要求の
高まりであり、自然災害の頻度と深刻さから、財
務や評判への影響に至る、リスクの現れ方である。
世界中の規制機関が情報開示への期待を高め
る中、保険会社はSC&Eをよりインパクトのある企
業戦略とDNAに組み込む方向に舵を切っている
93。しかし、目的に寄り添うスチュワードに進化する
には、保険会社の組織全体の垂直および水平
方向の内部強化が必要になる可能性がある。

保険会社は、自らの脱炭素目標を高めるだけで
なく、顧客のネットゼロへの移行を支援すべきで
ある。

リスクの評価と管理の経験がある保険会社は、
サステナビリティのアンバサダーとしての地位にふさ
わしいと考えられる。つまり、リスクと機会を明確
に伝え、より良い職場、市場、社会的影響を生
み出すために、産業界全般の経営陣の意思決
定と戦略に影響を与えることができる。

保険業界の事業からのスコープ1と2の炭素排出
量はかなり低い（総排出量の10～25%）94が、
より環境に優しい建物や車両の占有、廃棄物
管理プログラムの強化を通じて、炭素削減をさら
に改善できる可能性がある。

業界のスコープ3排出量（総排出量の75～
90%）95は、アンダーライティングと投資ポートフォ
リオの再評価を必要とする可能性がある。欧州
のいくつかの保険会社はすでに、アンダーライティ
ングや投資ポートフォリオの決定を通じてサステナ
ビリティの重要性を高めるために取り組んでいる96。
世界的な保険会社であるChubbは、中小の代
替エネルギーおよび再生可能エネルギープロジェク
トの成⾧を支援するパッケージ保険ソリューション
を英国で開始し、グローバル展開を計画している

97。

投資家やアンダーライターとして、多くの保険会社
は、化石燃料ベースの資産の評価引き下げの可
能性に備えるために、自らの資産負債ポートフォ
リオのバランスをとることに加えて、顧客が脱炭素
化に関するコミットメントを策定する際に、顧客を
支援している。しかし、これらの決定に障害がない
わけではない。

今年、米国で大々的に事業を展開し、Net Zero
Insurance Alliance（NZIA）に加盟している多く
の大手グローバル保険グループは、脱炭素化の指
針に関する法的懸念を理由に、米国の弁護士
から反発を受けた98。脱炭素化の目標を集団的
に追求することは、独占禁止法上の重大なリス
クを生み出し、その結果、一連の保険グループの
撤退を招いた。これは最終的にNZIAの崩壊につ
ながるかもしれない。

企業が産業団体と提携するとしても、個別に進
めるとしても、気候変動に関する誓約、社会的
公平性に関するイニシアティブ、報告に関する意
図と行動は透明性が高くなければならない。実
際、規制当局、投資家、従業員、顧客、訴訟
関係者などのステークホルダーは、一部の企業に
おける都合の良いところだけの選択的開示や
フォーカスを行うグリーンウォッシング行為を注意深
く監視している。

さらに、保険業界が、現在から2050年までのネッ
トゼロへの移行に資金を提供することへの規制当
局の期待が高まっている。年間1兆2500億米ド
ルと推定される公的気候資金フローは、資金需
要の25%しかカバーできないと予想される99。75%
のギャップを埋めるためには、少なくとも3兆7500
億米ドルの年間民間気候資金フローを動員する
必要がある100。

持続可能性、気候、公平性
（SC&E）：保険会社はアンバサ
ダー活動を通じてブランド認知の改
革を目指すことになるだろう
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図 6
回答者は、気候リスクガバナンスタスクを管理する上での最重要課題として、利害関係者の要求、評判リスク、法的コストを挙げた

ソース：デロイトによる分析
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サステナブルな経済のための資金調達には、資
金ギャップを埋めるのに役立つ強力な官民パート
ナーシップが必要になる可能性が高い。例えば、
ガラパゴス諸島の海洋保全のための最大級の
デッド・コンバージョンを促進するために、11の民間
保険会社のグループが再保険を提供している。こ
れにより、エクアドルは債務返済コストを11億
2600万米ドル以上削減することができる。今後
18.5年間でガラパゴス諸島の海洋保全のために3
億2300万米ドルを生み出すことが期待されてお
り、サステナブル・ファイナンスのソリューションが生
物多様性保全のための資金ギャップに対処する
上で持つことができる影響力を示している101。

ガバナンス・フレームワークでは、人々をもっと敏感
にさせ協調を促し、企業全体のコントロールとプ
ロセスを再構築する必要があると考えられる

デロイトが米国の保険会社におけるエグゼクティブ
レベルのサステナビリティ責任者を対象に実施し
た調査では、気候リスクガバナンス関連のタスク
を遵守する上で、いくつかの大きな障害があるこ
とが明らかになった（図6）102。

規制当局はすでに、保険引受に関する排出量
計算のための指標の定義に取り組んでいる。国
際サステナビリティ基準審議会（ISSB）は、IFRS
のS1およびS2開示基準を公表した。欧州は目標
設定プロトコルを導入し、カナダの金融サービス監
督局は気候リスク管理ガイドラインを策定した。
米国では、SECが排出量報告のためのガイドライ
ンを策定しており、2024年までに保険業界に対
する連邦および州の要件の策定とともに、規制
当局のさらなる進展が予想される。保険会社の
投融資に関する排出量の会計処理はより明確
になってきているが、今後はアンダーライティング関
連の排出量の透明性がさらに高まることが期待
される。

規制当局やその他の利害関係者がより多くの情
報を求めるにつれて、データ収集、測定、および
報告作業の範囲は大幅に増加すると予想され
る。ほとんどの保険会社は、より効果的なコント
ロールを促進し、ステークホルダー管理を改善し、
業務の機能とライン全体でより大きなサステナビ
リティを達成するために、包括的なSC&Eガバナン

ス戦略を再構築すべきである103。

特に現在の取組環境では、SC&E準拠のコストも
考慮する必要がある。保険会社は、個別のイニ
シアティブを導入するのではなく、データや財務の
変革などのデータウェアハウス・レポーティング・イニ
シアティブと連携することで、コンプライアンスの効
率性を高めることができる。多くの場合、SC&Eの
コンプライアンスとレポート作成は財務組織に組
み込まれるため、コンプライアンスのコストを削減
するには自然な方法となるだろう。

社会的公平性には、より広範な製品とサービス
の提供と、経営陣と取締役会のより強いリー
ダーシップが必要である

DEI（多様性、公平性、包摂性）に対する社
会的および企業のコミットメントは、ジョージ・フロ
イドの死後、2020年に急速に高まった104。保険
会社は、DEI特有の目標、ベンチマーク、トレーニ
ング、採用を開始することで対応した。

マーシュ・マクレナンと全米アフリカ系アメリカ人保
険協会（NAAIA）による黒人／アフリカ系アメ
リカ人のリスクと保険の専門家650人以上へのイ
ンタビューによると、業界にはまだ課題がある105。
インタビューでは、回答者の84%が意識的または
無意識的な人種偏見のために、キャリアアップの
課題に直面していることが明らかになった。回答
者は、昇進（75%）、成⾧機会（70%）、メン
ターシップ（68%）の欠如を主な懸念事項として
挙げており、これは雇用継続の大きな課題となる
だろう106。

今後は、保険会社が「DEIをイニシアティブとして
扱う」ことを超えて、帰属意識を提供するインク
ルーシブ・エコシステムを構築するための措置を講
じることが重要である。経営陣、経営幹部、取
締役会における内部の多様性と包摂性を向上
は、多様なグループの成⾧機会を拡大につながる。
幹部に女性が追加されることにより、幹部のすぐ
下の上級指導者レベルの女性の数に肯定的で
定量化可能な影響があることを示唆する事実が
ある107。実行可能なステップとしては、ネットワー
クグループを設立し、無意識の偏見、アライシップ、
インクルーシブリーダーシップに関する学習と開発
プログラムを実施することなどがある。
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また、保険会社は、社会的目標を考慮する際に、
より適切な商品やサービスを提供することで、金
融包摂の取り組みを進めることを検討すべきであ
る。例えば、ウォートン気候センターの調査では、
低所得から中所得の世帯や有色人種のコミュニ
ティには、気候関連の災害に対して十分な保険
が提供されていないことが明らかになった108。保
険会社は、サービスが提供されていない、または
十分にサービスが提供されていないセグメントや地
域に対して、保険の適用範囲を拡大して手頃な
価格にすること、政府や他の業界と協力して⾧
期貯蓄や医療保険へのアクセスを改善すること、
人口のさまざまな層にサービスを提供するために従

業員を多様化することを検討する必要がある。

世界経済フォーラムのような国際的な管理機関
は、年齢層、民族、性別といったカテゴリーごとの
従業員の割合や、その他の多様性指標や人材
ベンチマークの報告を提案している109。米証券取
引委員会（SEC）も、いくつかの「人的資本」開
示要件を定めており、さらに多くの要件が議論さ
れている110。保険会社は、コンプライアンスだけで
なく、優れた企業市民性を重視するという考えを
取り入れるべきである。

財務：会計および税務規則の
変更により、広範な業務改革が
促進される
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技術と文化の変革は保険業界全体で様々な
段階にあるが、ほとんどの保険会社は、⾧期保
険契約と年金契約の報告に関する新しい会計
基準の発効日である2023年1月1日に合わせて
財務システムを変革した111。米国の上場企業は
現在、国際会計基準審議会が国際財務報告
基準第17号（IFRS17）に基づいて定めた同様
のグローバル規制と並行して、改訂された⾧期目
標改善（LDTI）ルールの下で事業を行っている。
これは生命・年金保険と損害保険会社の両方
に適用される112。

エコノミスト・インパクトが2022年12月にデロイト・
グローバルの保険会社幹部を対象に実施した調
査では、IFRS17のメリットがコストを上回るとの回
答が半数以上（57%）を占めた。2018年の調
査では40%、2013年の調査では21%だった。この
回答は、支払管理、引受、価格設定、財務や
保険数理以外のオペレーティングモデルの変更に
プラスの影響があることを理由に挙げている113。

しかし、多くの保険会社は、新しい会計基準の
下での財務結果の文脈と意味を、株式アナリス
ト、格付け会社、機関投資家などの外部の利害
関係者にどのように伝えるかなど、まだやるべきこ
とがあるかもしれないと述べた。保険会社はまた、
支出や予算ニーズの⾧期予測など、財務機能
以外の潜在的な利益を活用することにも目を向
けるべきである。さらに、新基準が商品別の収益
性をより明確にしていることを考えると、今後、
IFRS17とLDTIは商品の選択に影響を与える可能
性がある。

また、米国では、LDTIの新基準は現時点では上
場保険会社のみに適用されるが、2025年までに
は非上場会社や相互会社も遵守しなければな
らない114。このような事業者は、IFRS/LDTIの導入
において上場企業が学んだ教訓から利益を得る
ことができる。



保険税務のリーダーには次に何が待っているか?

多国籍事業を展開する保険会社の税務部門
は、いくつかの調整を加えた帳簿利益に基づいて
法域ごとにグローバルなミニマム税を導入する経
済協力開発機構（OECD）の第2の柱の予想さ
れる税影響について法整備の動向を監視し、計
画を立てるべきである。いくつかの法域はすでに法
律を承認／可決しており、他の多くの法域は法
律案を発表し、第2の柱の採択に向けて他の措
置を講じている115。

保険会社の税務部門は、規則に精通し、税へ
の影響をモデル化するとともに、税への悪影響を
軽減するのに役立つ可能性のある計画および、
または再構築を検討するために、積極的かつ早
期に投資すべきである。保険会社の税務部門は
また、新しい規則と関連する報告を適切に実施
するためのデータ要件を理解すべきである。これら
の協調的に行われる世界的な変化の複雑さと
重要性を考えると、信頼性の高い税モデルでは、
新しい詳細なデータの集計が必要となる。これら
のデータの多くは、現在収集されておらず、すぐに
利用できるものではない可能性がある。

米国は特に第2の柱に関連する法案を起草して

いない116。しかし、米国に拠点を置く多国籍企
業や外資系米国企業は、米国の法律にかかわ
らず、様々な形で第2の柱の対象となると予想さ
れる117。したがって、米国の保険会社の税務部
門は、（米国と他の法域の両方で）立法の進
展を監視し、第2の柱と米国における将来の潜
在的な立法を計画する必要がある。保険会社
の税務部門は、新たな帳簿ミニマム税が自社の
事業に適用されるかどうかも評価すべきである。
帳簿ミニマム税は、2022年12月31日以降に開
始する課税年度から適用される15%のミニマム税
であり、多額の帳簿利益（すなわち、個人また
は関連企業グループの平均年間調整後財務諸
表利益が10億ドルを超える企業）を有する法
人を対象としている118。

さらに、保険会社の税務部門は、市場環境の変
化に対応できるように、事業部門と投資部門の
近くにとどまるべきである。例えば、保険会社は
金利の変化を注意深く監視すべきであり、税務
部門は、取引を実行する前に税の影響を適切に
理解し、見積もることができるように、投資計画
やヘッジ戦略などに関連する議論に関与すべき
である。
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合併・買収（M&A）活動は鈍
化したが、保険会社は今後の活
発化に備えるべきである

世界全体では、2022年に完了した保険セクター
のM&Aは449件で、2021年の419件から増加し、
過去10年間で最も多かった119。ただ、インフレと
金利の上昇が続く中、上半期の242件から下半
期は207件に減少した120。

北米と欧州のマクロ経済環境が短期的なM&A
活動を鈍化させているように見えるが、APACの
M&Aは前年比42件から60件に増加し、2022年
後半には22%増加した121。

エコノミストによれば世界の大半の地域で景気悪
化の最悪期は過ぎ去った可能性が高く 122、
M&A件数は増加すると予想されるが、取引価
額は過去数年の高水準からは減少する可能性
があると指摘している123。

グローバルディールの観点からは、先進国と比較し
て保険普及率が比較的低いことから、米国と欧
州のいくつかの保険会社は、より成熟した市場か
ら撤退し、新興のアジア太平洋地域などのより
潜在的な成⾧地域への参入を模索している。例
えば、Chubbは韓国、台湾、ニュージーランド、タイ、
香港、インドネシアにおけるCignaの損害・健康・
生命保険事業を53億6000万米ドルで買収した
124。

米国では、生命・年金保険部門のM&Aは、
2021年の24件、総額245億米ドルから、2022年
には16件、総額1億6000万米ドルに33%減少し
た125。買収需要は高かったが、金利上昇の影響
で供給は少なかった。金利の上昇基調は、PEセ
クターの投資活動を引き続き鈍化させる可能性
が高い。PEは、永続的な投資資金の供給源とし
て生命・年金保険会社のバランスシートを利用し

ようとしている126。2023年後半から2024年にかけ
て利上げとインフレが落ち着けば、PEはこれまでの
買い控えた需要を取り戻すべく投資活動を再開
し、販売ネットワークに焦点を当ててシナジー効果
を見出し、積極的にM&Aを模索し始める可能
性がある127/128。生命保険会社はバランスシート
を変えるための取引に応じる可能性がある。全
体的な収益性が悪化し、リスクヘッジが増加する
につれて、再保険取引やクローズドブロックの売却
などの取引が増加する可能性がある129。

米国のP&C部門におけるM&Aは2022年に減速
し、2021年に発表された総額220億米ドルの43
件と比較して、総額135億米ドルの38件だった。
インフレを背景とする保険請求額権の増加は、コ
ンバインドレシオを押し上げ続けており、ハード化
傾向が⾧期に及ぶ可能性がある。これにより、新
たな市場への参入やコアビジネスコンピタンスへの
再集中を検討している保険会社を除き、短期的
にはM&Aが減少する可能性が高い。例えば、
2023年5月、AIGはCrop Risk Servicesを2億
4000万米ドルでAmerican Financial Group Inc.
に売却することで合意したと発表した130。AIGはま
た、ポートフォリオの再配置を継続するため、5月
にValidusを約30億米ドルでRenReに売却した131。
さらに、2022年7月にはLemonadeがMetromile
を買収し、自動車分野への参入を加速させた132。
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2023年上半期の米国とカナダの保険ブローカーの
M&Aは、2022年同期比24%減の359件だった133。
この減少は、2022年後半に始まった資本コストの
上昇が主因である134。

近い将来、世界のインシュアテック市場はさらに
活発になるかもしれない。2022年の株式市場の
低迷以来、インシュアテックの評価額とIPOの可
能性は急激に減少した135。そのため、投資家や
創業者は、規模を拡大するための買収など、成
⾧のための代替ソリューションを求める可能性が
あり、それはセクターの統合につながる可能性が
ある。例えば、生命・年金保険技術とデジタル
サービスを提供するZinniaは2023年4月25日、デ
ジタル保険市場であるPolicygeniusを買収し、保
険ライフサイクル全体をカバーするテクノロジー特
化型プラットフォームを構築すると発表した136。

2024年に向けて、M&Aの活発化を示唆するいく
つかのトリガーがある。

 低金利やインフレなどのマクロ経済指標の変
化は、オーガニック成⾧を妨げ、M&Aを促進
する可能性がある。

 デジタルモダナイゼーションを求める保険会社
は、局所的なソリューションだけでなく、カスタ
マージャーニー全体についてインシュアテックとの
連携を強化する可能性が高い。

 多くのベンチャーファンドは、当初想定よりエギ
ジットが遅れているように見えるため、新たな
投資先が必要をさがしていると考えられる。

 経費削減への注目が高まる中、保険会社は
非中核事業を売却することで業務を統合し、
プロセスを合理化する可能性がある。

上記が進みつつ、特に景気が回復していくようで
あれば、保険会社はM&Aによる規模の拡大、シ
ナジーの獲得を進めると考えられる。例えばインフ
ラストラクチャの統合には一般的に設備投資が
必要だが、企業が1つのプラットフォームに移行す
れば、冗⾧なリソースの必要性がなくなるため、
不要なコストの削減が加速する可能性がある。

保険会社は、自社の成⾧戦略に従って、買収の
ターゲットリストを更新していくことが考えられる。
事業開発担当者や信頼できるアドバイザーと協
力して、不採算事業や非中核事業を見直して
いくことも考えられる。今後来るべきM&Aの活発
化に備え取りうるオプションを整理しておくことが、
M&Aの成功につながると考えられる。
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認識を変えることが未来への道で
ある
保険業界は一貫して、リスクを分散して金融の
不確実性を軽減し、偶発的な損失を管理可能
にすることで社会に貢献してきたが、その使命に
対する社会の認識との間には、しばしばミスマッチ
が残っている。

しかし、業界は2024年に向けて大きな変革の
崖っぷちにあり、従業員、社会、さらには地球の
利益のために全体的な使命を強化する準備をし
ている。これは、顧客や地域社会の生活における
保険会社の役割と理解を高める、かつては捉え
どころのなかった画期的な瞬間かもしれない。
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